
四日市レクリェーションバドミントン協会規約
第　１　章　　総　　　則

第１条（名称）

この協会は四日市レクリェーションバドミントン協会（以下「本会」という。）と称す。

第２条（事務局）

本会は事務局を事務局長宅に置く。
第３条（目的）

本会はバドミントンの普及発展に努め、相互の連帯・親睦を図ることを目的とする。

第４条（事業）

本会は第３条の目的達成のために次の事業を行う。

（１）バドミントン活動の普及奨励

（２）バドミントン大会開催

（３）バドミントン活動に関する調査研究

（４）バドミントン関係団体との連絡調整

（５）その他第３条の目的達成に必要な事項

第　２　章　　組　　　織

第５条（組織）

本会の目的に賛同する四日市市内のレクリェーションバドミントン団体をもって組織する。
２．前項にいうレクリェーションバドミントン団体とは原則として小学校区を基盤の地区として活動するバドミントン団体を意味する。
第６条（加盟・退会）

本会の加盟・退会については総会の承認を得るものとする。
第７条（会員）

本会は四日市市に居住し、本会の目的に賛同するバドミントン愛好者で第５条にいう団体に所属する者をもって会員とする。
第　３　章　　機　　　関
第８条（議決機関）

本会の議決機関は総会とする。
第９条（総会）
総会は第１５条で定める役員及び本会を組織する団体の代表者をもって構成する。

２．総会は毎年１回会長が招集し開催する。但し、会長が必要と認めたとき開催することができ
る。

３．総会の議決事項は次のとおりとする

（１）本会の事業報告及び決算報告の承認

（２）本会の事業計画及び予算案の審議

（３）本会の規則の改廃

（４）本会役員の選出

（５）登録料等の決定
（６）本会への団体加盟・退会の承認（事後承認含む）
（７）その他重要事項

第10条（議決）

総会はその構成員の過半数以上の出席又は委任状の提出をもって成立し、議決は出席構成の
過半数の賛成によって決定する。但し、可否同数の場合は議長がこれを決定する。
　２．但し、第９条第３項第３号の議決については、出席構成員の２／３以上の賛成により決定す
る。

第11条（執行機関）

本会は次の執行機関を置く。
（１）常任理事会

（２）専門委員会

（３）特別委員会

第12条（常任理事会）

常任理事会は、理事長・副理事長・常任理事及び事務局長をもって構成する。

２．常任理事会は、理事長が必要を認めたとき招集し開催する。

第13条（専門委員会）

本会の実務を処理するため、次の専門委員会を設置することができる。

（１）総務委員会

（２）競技委員会

２．専門委員会はそれぞれの委員をもって構成する。

３．専門委員会はそれぞれの委員長が必要と認めたとき招集し開催する。

第14条（特別委員会）

本会の運営について、会長が必要と認めたとき特別委員会を設置することができる。
２．特別委員会は理事長・副理事長・事務局長及び特別委員をもって構成する。

３．特別委員会はその委員長が必要と認めたとき招集し開催する。
４．特別委員会の執行事項は常任理事会へ報告する。

第　４　章　　役　　　員　　
第15条（役員）

本会に次の役員を置く。
（１）会　  長　　　１　名

（２）副 会 長　　　若干名（空席でも可とする）
（３）理 事 長　　　１　名
（４）副理事長　　　２　名

（５）常任理事　　　若干名（空席でも可とする）
（６）理　　事　　　組織する各団体より１名

（７）監　　事　　　２　名

（８）事務局長　　　１　名

（９）専門委員　　　若干名（空席でも可とする）
第16条（顧問）

本会に若干名の顧問を置くことができる。

第17条（役員・顧問の任務）

本会の役員の任務は次のとおりとする。
（１）会長は本会を総括し、機関を招集し、本会を代表する。

（２）副会長は会長を補佐し、会長事故あるときはこれを代行する。
（３）理事長は会長の指示を受け常任理事会を統括し、事務局長・専門委員会に指示を行う。ま
た、特別委員会を設置したとき委員長となる。

（４）副理事長は理事長を補佐し、理事長事故あるときはこれを代行する。副理事長のうち１
名は事務局長を補佐する。
（５）常任理事会は理事長の指示を受け会務を処理する。

（６）常任理事会は次の事項を執行する。

ア．総会の議決事項

イ．総会への提出議案の作成

ウ．その他必要な事項

（７）理事は理事長の指示を受け会務を処理する。

（８）監事は本会の会計を監査し、その結果を総会へ報告する。
（９）事務局長は理事長の指示を受け、本会の運営の企画・立案及び記録を行う。事務局長は
総務委員長を兼務する。
（10）専門委員はそれぞれの委員会に属し、理事長・委員長の指示を受け実務を処理する。
ア．総務委員会
本会の事業に関する文書の発送・収受及び会計を処理する。
イ．競技委員会
大会の準備、会場運営、運営、報告等競技に関する事項を処理する。競技委員長は
競技審判に関する最終決定者となる。
(11）顧問は会長の諮問に応ずる。

第18条（役員・顧問の選出）
会長・副会長は総会において選出する。
２．理事長・副理事長・常任理事・事務局長・競技委員長は会員の中から総会において理事
が選出する。
３．理事は各団体より１名を選出する。
４．監事は各団体輪番とし、当該団体の理事がその任にあたる。この場合理事長・副理事長・事務
局長を選出している団体は輪番外とする。
５．総務委員は理事長・副理事長・事務局長・監事を選出している団体以外の理事がその任にあた
る。
６．競技委員は各団体毎に当番制とする。

第19条（役員・顧問の任期）

役員・顧問の任期は１年とする。再任は妨げないが第１５条第３項、第４項、第５項、第７項、
第８項の役職は同一役職における最長継続任期は３年とする。

２．役員に欠員を生じたときはすみやかに補充する。その任期は前任者の残余期間とする。

第　５　章　　財　　　務

第20条（収入及び支出）

本会の経費は加盟団体の分担金・登録料・参加料その他の収入をもってこれにあてる。

第21条（分担金・登録料・参加料）

加盟団体の分担金・登録料・参加料は毎年総会において決定する。

第22条（予算編成）

本会の予算編成は毎年度開始前に常任理事会で編成し、総会へ提出する。
第23条（決算報告）

本会の決算報告は毎年度監事の監査の結果を添えて総会へ提出する。

第　６　章　　そ　の　他

第24条（その他）

本会の年度は毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるものとする。

附　　　則

１．本会の規約施行に関し必要な細則は常任理事会で立案し、総会で承認を得る。

２．本規約は昭和５４年　４月１２日から実施する。

昭和５６年　４月１３日一部改正する。

昭和６２年　３月２５日一部改正する。

昭和６３年　３月３０日一部改正する。

平成　元年　３月３０日一部改正する。

平成　２年　４月　１日一部改正する。

平成　６年　３月３１日一部改正する。

平成１６年　３月２８日一部改正する。

平成２１年　４月　５日一部改正する。

平成２６年　３月３０日一部改正する。
令和　２年　３月２９日一部改正する。
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